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「36 協定届」が新しくなります 

◆改正の内容 

 2021 年 4 月１日より、36 協定届の様式が新し

くなります。 

改正内容は、大きく２点あります。 

① 36協定届における押印・署名の廃止 

② 36 協定の協定当事者に関するチェックボッ

クスの新設 

◆36協定届における押印・署名の廃止 

 労働基準法施行規則等の改正により、使用者

の押印および署名が不要になりました（記名は

必要）。 

＊36協定と 36協定届を兼ねる場合の留意事項 

 労使で合意したうえで労使双方の合意がなさ

れたことが明らかとなるような方法（記名押印ま

たは署名など）により 36協定を締結すること 

◆36 協定の協定当事者に関するチェックボック

スの新設 

 労働者代表（事業場における過半数労働組合

または過半数代表者）についてチェックボックス

が新設されています。 

＊過半数代表者の選任にあたっての留意事項 

 ・管理監督者でないこと 

 ・36 協定を締結する者を選出することを明らか

にしたうえで、投票、挙手等の方法で選出

すること 

 ・使用者の意向に基づいて選出された者でな

いこと 

◆新旧様式の届出の適用 

 2021年 3月 31日以前であれば、4月１日以降

の期間を定める協定であっても、原則、旧様式

を用いることになります。しかし、新様式を使用

することも可能で、その場合は、協定当事者の

適格性にかかるチェックボックスにチェックする

必要はありませんが、使用者の記名押印または

署名が必要になります。 

 なお、新型コロナウイルスの感染拡大の状況

を踏まえ、3 月 31 日以前であっても、使用者や

労働者の押印または署名がなくても提出するこ

とができます。 

 また、4 月１日の施行日以降であっても、当分

の間旧様式を用いることもできます。その際の留

意点は次のとおりです。 

・旧様式の押印欄を取り消し線で削除する 

・協定届・決議届については、旧様式に、協定当

事者の適格性にかかるチェックボックスの記

載を直接追記する、または同チェックボックス

の記載を転機した紙を添付する（チェックボッ

クスにチェックがないと、形式上の要件に適合

している協定届・決議届と認められませんの

で、注意が必要です） 

※新様式は以下のＵＲＬからダウンロードして使

用できます。 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun

/roudoujouken01/index.html 

【厚生労働省リーフレット】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000708408

.pdf 
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◆ＳＤＧs とは 

近時、「ＳＤＧs」という言葉をよく耳にするよう

に な り ま し た 。 Ｓ Ｄ Ｇ s （ Sustainable 

Development Goals）は「持続可能な開発目標」

を意味し、「経済・社会・環境の３つの側面にお

いて、持続可能な開発に取り組んでいく」という

世界規模での目標です。 

日本では、大企業に比べて中小企業へのＳＤ

Ｇs の浸透が遅れていることが課題となっていま

す。政府も、企業数全体の 99.7％を占める中小

企業の取組みが欠かせないとしています。 

◆取組みのメリット 

ＳＤＧs への取組みには「企業の社会的責任」

という面もありますが、取り組むことで企業が得

られるメリットはたくさんあります。 

たとえば、ＳＤＧs への取組みは人材確保にも

貢献します。就職情報会社が 2020 年に来春卒

業予定の大学生を対象に行った調査では、７割

以上の学生がＳＤＧs について「知っている」と回

答しました。企業の社会貢献度の高さが志望に

影響を与えたとする学生も６割を超えています。

今や、ＳＤＧs に掲げられているような社会貢献

の度合いが、学生が企業を選ぶ際の１つの基準

になっており、ＳＤＧsを意識しない企業では優秀

な人材の採用・定着が難しくなっていくといえる

でしょう。ＳＤＧs を通して組織に一体感が生まれ

れば、従業員のモチベーションの向上も期待で

きます。 

また、ＥＳＧ投資の後押しにより投資や資金援

助が受けやすくなったり、ブランドイメージが向上

することによってビジネスのネットワークが広がっ

たりと、事業拡大に与える影響も大きいといえる

でしょう。 

◆ＳＤＧsへの取組みを始めよう 

ＳＤＧsは、企業価値を高めることにもつながり

ます。すでに多くの中小企業が、ＳＤＧs への取

組みを始めています。他社の事例も参考に、ＳＤ

Ｇsへの取組みについて検討してみませんか。 

 

 

企業の同一労働同一賃金への対応状況

は？ 

◆４月から全面施行「同一労働同一賃金」 

パートタイム・有期雇用労働法の施行に伴っ

て、企業には正社員と非正規雇用労働者の間

の不合理な待遇差の解消等が求められていま

す。2021 年４月から中小企業にも全面的に適用

されるこの「同一労働同一賃金」。完全施行を前

に準備を進めている企業も多いところです。企業

の対応状況はどのようになっているのでしょうか。 

◆「同一労働同一賃金」ルール 認知度は６割 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構が実

施した調査（10 月１日現在の状況について調査。

有効回答数（有効回答率） 9,027 社（45.1％））

によれば、同一労働同一賃金ルールについて

「内容を知っている｣との回答が６割超となってい

ます（大企業（常用雇用者  301 人以上）で

93.6％、中小企業（同 300人以下）で 63.3％）。

｢内容はわからないが、同一労働同一賃金という

文言は聞いたことがある｣は 31.4％（大企業

5.2％、中小企業 32.6％）となっており、適用前

の中小企業ではまだ周知が不十分である状況

もわかります。 

◆対応完了は約 15％ 

同調査によれば、同一労働同一賃金ルール

への対応（雇用管理の見直し）について、｢既に

必要な見直しを行った（対応完了）｣が 14.9％

（大企業 27.5％、中小企業 14.1％）、｢現在、必

要な見直しを行っている（対応中）｣が 11.5％（大

企業 23.9％、中小企業 10.8％）、｢今後の見直

しに向けて検討中（対応予定）｣が 19.5％（大企

業 25.7％、中小企業 19.3％）となっています。

約半数が「必要な見直しを行った・行っている、

または検討中」である一方、「従来通りで見直し

の必要なし（対応完了）」が 34.1％（大企業

16.5％、中小企業 35.1％）、｢対応方針は、未

定・わからない｣が 19.4％（大企業 6.4％、中小

企業 20.1％）となっており、まだ手をつけていな

いという企業も多いようです。 

◆不合理な待遇差禁止義務への対応が４割 

対応策にも様々ありますが、本調査では（複
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数回答）、｢左記（正社員と職務・人材活用とも同

じ）以外のパート・有期社員の待遇の見直し（不

合理な待遇差禁止義務への対応）｣が４割を超

え（42.9％）、｢正社員とパート・有期社員の、職

務分離や人材活用の違いの明確化｣（19.4％）、

｢正社員と職務・人材活用とも同じパート・有期

社員の待遇の見直し（差別的取扱い禁止義務

への対応）｣（18.8％）、｢就業規則や労使協定の

改定｣（18.6％）、｢労働条件（正社員との待遇差

の内容・理由を含む）の明示や説明｣（17.0％）、

「パート・有期社員の正社員化や正社員転換制

度の導入・拡充」（12.8％）、｢正社員を含めた待

遇の整理や人事制度の改定｣（10.7％）、「正社

員の待遇の見直し（引下げ等）」（6.1％）等が続

いています。 

これからという企業も、自社の状況をみながら

具体的な対応を検討していきたいところです。 

 

テレワークではモチベーション低下対策を 

◆テレワーク実施前後のモチベーション変化 

 昨今急速に普及したテレワークですが、働く

人々のモチベーションにはどのような影響がある

のでしょうか。株式会社リクルートキャリアは、コ

ロナ禍でテレワークをするようになった就業者

2,272 名に、仕事に関するアンケートを実施しま

した。現在もテレワークを実施している人に働く

モチベーションについて聞いたところ、テレワーク

実施前では「やや低い」「非常に低い」の回答は

14.1％であるのに対して、テレワーク実施後の

同指標は 22.5％（8.4pt増）でした。つまり、テレ

ワークによってモチベーションが低下した人が増

えているのです。 

◆モチベーションを左右する要素 

 社会組織心理学の第一人者であるハックマン

は、取り組むべき仕事が次の５つの要素をどの

程度満たしているかによって、人々のモチベー

ションが左右されるとしています。 

 ① 求められるスキルの多様性 

 ② 仕事の全体感の把握 

 ③ 仕事の重要性の実感 

 ④ 仕事の進め方の裁量 

 ⑤ 上司や同僚からのフィードバック 

 この５つのうち、テレワークによって影響を受け

たと感じた人が多かったのが、②仕事の全体感

の把握（テレワーク実施前後で 20pt 減）、③仕

事の重要性の実感（同 13.2pt減）、⑤上司や同

僚からのフィードバック（同 15.6pt減）でした。 

◆普段以上にコミュニケーションを！ 

 テレワークによるモチベーション低下を防ぐに

は、上記②③⑤に働きかけることが有効だと考

えられます。アンケートのフリーコメントからは、

テレワークにより上司や同僚とのコミュニケー

ションが減少したことによって、これらの度合い

が低くなったと感じている様子が読み取れます。

つまり、テレワークでは、普段以上に上司や部下、

同僚間のコミュニケーションを密に行うこと、職場

の全員がそれを心掛けることが必要です。テレ

ワークを“導入して終わり”にするのではなく、コ

ミュニケーションをとりやすくするための施策（オ

ンラインツールの活用、１on１の実施等）を行うこ

とが成功の鍵といえるでしょう。 

 

事務所ひとことより 

昨年末より、北九州市の北九州市女性創業

継続支援アドバイザリーボード構成員に任命さ

れました。 

北九州市総務局・女性の輝く社会推進室・女性

活躍推進課の一機関で、今後、行政と共に創業

者を専門分野で支援していく予定です。 

ご存じのとおり少子高齢化が進む今、国は女

性の管理職比率を上げる取り組みが進められて

います。 

これからは女性・高齢者・障害のある方に活躍し

てもらわなければ社会が回らない状況が近づい

ています。ぜひ御社でも女性活用に取り組んで

みられませんか？             （武瀬） 


